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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の波長域の光を出射する第１の光出射部と、
第２の波長域の光を出射する第２の光出射部と、
前記第１の波長域の光及び前記第２の波長域の光が同時に入射して透過する領域を有する
蛍光体ホイールと、
を備え、
前記領域中、前記第１の波長域の光が入射する第１領域には前記第１の波長域の光を前記
第２の波長域を含む波長帯域の光に波長変換する第１の蛍光体が配置され、前記第２の波
長域の光が入射する第２領域には蛍光体が配置されておらず、
前記蛍光体ホイールの中心からが外周へ伸ばした方向に、前記第１領域及び前記第２領域
が並んでいることを特徴とする光源装置。
【請求項２】
　前記蛍光体ホイールでは、前記第１領域が前記第２領域よりも外周側にあることを特徴
とする請求項１に記載の光源装置。
【請求項３】
　前記蛍光体ホイールから出射された光を集光させる集光レンズを備えたことを特徴とす
る請求項１または２に記載の光源装置。
【請求項４】
　前記集光レンズの光軸が、前記第１領域及び前記第２領域の間に配置されることを特徴
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とする請求項３に記載の光源装置。
【請求項５】
　前記第１の波長域の光及び前記第２の波長域の光がレーザ光源から出射された光であっ
て、前記第１領域及び前記第２領域におけるレーザ光は短軸と長軸を有し、前記短軸が、
前記蛍光体ホイールの中心から外周に伸ばした方向を向いていることを特徴とする請求項
１から４の何れか１項に記載の光源装置。
【請求項６】
　前記蛍光体ホイールの回転方向において前記第１領域と異なる第３領域を有し、前記第
１の光出射部からの光が前記第１領域に入射する間だけ、前記第２の光出射部から光が出
射されることを特徴とする請求項１から５の何れか１項に記載の光源装置。
【請求項７】
　前記蛍光体ホイールの回転方向において前記第１領域と異なる第３領域を有し、前記蛍
光体ホイールの回転方向における前記第２領域と異なる位置では、前記第２の光出射部か
らの光が透過しないように前記蛍光体ホイールが形成されていることを特徴とする請求項
１から５の何れか１項に記載の光源装置。
【請求項８】
　前記第２領域に拡散部材が設けられていることを特徴とする請求項１から７の何れか１
項に記載の光源装置。
【請求項９】
　前記第１の波長域の光が青色光であり、前記第２の波長域の光が赤色光であることを特
徴とする請求項１から８の何れか１項に記載の光源装置。
【請求項１０】
　請求項１から９の何れか１項に記載の光源装置と、
画像データに基づいて、前記光源装置から出射された複数の波長帯域の光を順次変調して
画像を形成する光変調手段と、
前記画像を拡大して投射する投射手段と、
を備えたことを特徴とするプロジェクタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光源装置及びこの光源装置を備えたプロジェクタに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、時分割で複数の波長の光を取り出し、取り出された複数の波長の光を順次変調す
ることで画像を形成して投影する時分割式のプロジェクタが普及している。このような時
分割式のプロジェクタに用いる光源装置として、例えば、白色光を出力する光源と、複数
のカラーフィルタが貼られた回転ホイールとを備えて、光源から出射された白色光を、一
定速度で回転する回転ホイールに入射させて、時分割で複数の波長の光（例えば、青、緑
、赤色光）を取り出すものが知られている。
【０００３】
　近年、従来の白色光源の代わりに、半導体レーザを始めとする単波長の光を出力する光
源が用いられるケースが増えており、例えば、カラーフィルタの代わりに蛍光体を有する
回転ホイールを用いて、これに半導体レーザ等の光源から出射された単波長の光を入射さ
せることで、時分割で複数の波長の光を取り出す光源装置も提案されている（特許文献１
参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１２－１１３２２４号
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１に示された光源装置では、半導体レーザからの出射光を蛍光体に入射させて
、所望の波長帯域の光を得ることができるが、半導体レーザからの高密度な光により、蛍
光体の温度が上昇して、蛍光体の波長変換効率が低下する虞がある。特に、赤色光に波長
変換する赤色蛍光体は、波長変換効率が低下する可能性が高いため、赤色蛍光体へ入射す
る光の強度を低く抑える必要がある。このため、他の波長域に波長変換する蛍光体に比べ
て、入射する光の強度を低く抑える必要があるため、赤色蛍光体から出射される光の強度
が低下する（つまり輝度が低下する）問題が生じる。また、光の強度を増加させるため、
複数の出力光をロッドインテグレータのような合波光学部品で合波する場合には、製造コ
ストが上昇し、光源装置を小型にすることが困難になる。
【０００６】
　従って、本発明の実施態様に係る目的は、上記の課題を解決するものであり、入射する
光の強度を低く抑える必要がある蛍光体から出射される波長域の光であっても、十分な強
度の光を出力可能であり、かつ小型化が可能な光源装置を低い製造コストで提供し、ひい
てはこの光源装置を用いたプロジェクタを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の課題を解決するため、本発明の１つの実施態様に係る光源装置では、第１の波長
域の光を出射する第１の光出射部と、第２の波長域の光を出射する第２の光出射部と、前
記第１の波長域の光及び前記第２の波長域の光が同時に入射して透過する領域を有する蛍
光体ホイールと、を備え、前記領域中、前記第１の波長域の光が入射する第１領域には前
記第１の波長域の光を前記第２の波長域を含む波長帯域の光に波長変換する第１の蛍光体
が配置され、前記第２の波長域の光が入射する第２領域には蛍光体が配置されておらず、
前記蛍光体ホイールの中心からが外周へ伸ばした方向に、前記第１領域及び前記第２領域
が並んでいる。
【０００８】
　本発明の１つの実施態様に係るプロジェクタでは、上記の実施態様の光源装置と、画像
データに基づいて、前記光源装置から出射された複数の波長帯域の光を順次変調して画像
を形成する光変調手段と、前記画像を拡大して投射する投射手段と、を備えている。
【発明の効果】
【０００９】
　以上のように、本発明の実施態様においては、入射する光の強度を低く抑える必要があ
る蛍光体から出射される波長域の光（例えば、第２の波長域の光）であっても、十分な強
度の光を出力可能であり、かつ小型化が可能な光源装置を低い製造コストで提供し、ひい
てはこの光源装置を用いたプロジェクタを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の１つの実施形態の光源装置を示す模式図である。
【図２】（ａ）図１の矢印Ａ－Ａから見た蛍光体ホイールの模式図、及び（ｂ）図１の矢
印Ｂ－Ｂから見た蛍光体ホイールの模式図である。
【図３】本発明のその他の実施形態の光源装置、特に、誘電体多層膜、蛍光体及び基板を
有する蛍光体ホイールのその他の実施形態を示す模式図である。
【図４】本発明のその他の実施形態の光源装置、特に、赤色出射第１領域ＳＲ１（第２領
域）に拡散部材を有する蛍光体ホイールのその他の実施形態を示す模式図である。
【図５】本発明のその他の実施形態の光源装置、特に、ＹＡＧ蛍光体とフィルタ（誘電体
多層膜）を有する蛍光体ホイールのその他の実施形態を示す模式図である。
【図６】図１の矢印Ｂ－Ｂから見た蛍光体ホイールの模式図であって、光が透過しない領
域が形成された蛍光体ホイールのその他の実施形態を示す模式図である。
【図７】本発明の実施形態の光源装置を備えた１つの実施形態のプロジェクタの構成を示
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す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の実施態様１に係る光源装置では、第１の波長域の光を出射する第１の光出射部
と、第２の波長域の光を出射する第２の光出射部と、前記第１の波長域の光及び前記第２
の波長域の光が同時に入射して透過する領域を有する蛍光体ホイールと、を備え、前記領
域中、前記第１の波長域の光が入射する第１領域には前記第１の波長域の光を前記第２の
波長域を含む波長帯域の光に波長変換する第１の蛍光体が配置され、前記第２の波長域の
光が入射する第２領域には蛍光体が配置されておらず、前記蛍光体ホイールの中心からが
外周へ伸ばした方向に、前記第１領域及び前記第２領域が並んでいる。
【００１２】
　本実施態様によれば、蛍光体ホイールが、第１の波長域の光及び第２の波長域の光が同
時に入射して透過する領域（第１領域及び第２領域）を有し、第１領域では、第１の蛍光
体により、第１の波長域の光が第２の波長域を含む波長帯域の光に波長変換されて出射さ
れ、第２領域では第２の波長域の光がそのまま透過する。よって、第１領域及び第２領域
から同時に第２の波長域の光が出射されるので、仮に、第１の蛍光体が入射する光の強度
を低く抑える必要がある蛍光体であったとしても、十分な強度の第２の波長域の光を出力
することができる。
　更に、蛍光体ホイールの中心からが外周へ伸ばした方向に、第１領域及び第２領域が並
んでいるので、光学系を含めて、効率的でコンパクトな配置が可能であり、光源装置の小
型化が可能である。
【００１３】
　本発明の実施態様２に係る光源装置では、上記の実施態様１において、前記蛍光体ホイ
ールでは、前記第１領域が前記第２領域よりも外周側にある。
【００１４】
　本実施態様によれば、第１の波長域の光が入射する第１領域を外周側に配置するので、
より大きな領域を用いて、第１の波長域の入射光に基づく様々な波長域の光を、時分割に
効率的に出力することができる。
【００１５】
　本発明の実施態様３に係る光源装置では、上記の実施態様１または２において、前記蛍
光体ホイールから出射された光を集光させる集光レンズを備える。
【００１６】
　本実施態様によれば、蛍光体ホイールから出射された光を集光させる集光レンズを備え
るので、例えば、第１領域及び第２領域から同時に出射された光を集光させて、１つの光
束として出力することができる。よって、十分な強度の光を出力することができる。
【００１７】
　本発明の実施態様４に係る光源装置では、上記の実施態様３において、　前記集光レン
ズの光軸が、前記第１領域及び前記第２領域の間に配置される。
【００１８】
　本実施態様によれば、集光レンズの光軸が、第１領域及び第２領域の間に配置されるの
で、効率的でコンパクトな光学系の配置で、第１領域及び第２領域から同時に出射された
光を確実に集光させることができる。
【００１９】
　本発明の実施態様５に係る光源装置では、上記の実施態様１から４の何れかにおいて、
前記第１の波長域の光及び前記第２の波長域の光がレーザ光源から出射された光であって
、前記第１領域及び前記第２領域におけるレーザ光は短軸と長軸を有し、前記短軸が、前
記蛍光体ホイールの中心から外周に伸ばした方向を向いている。
【００２０】
　本実施態様によれば、第１領域及び第２領域におけるレーザ光の短軸が、蛍光体ホイー
ルの中心から外周に伸ばした方向を向いているので、この方向に並んだ第１領域及び第２
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領域をコンパクトに配置することができ、これにより光学系の小型化に貢献できる。
【００２１】
　本発明の実施態様６に係る光源装置では、上記の実施態様１から５の何れかにおいて、
前記蛍光体ホイールの回転方向において前記第１領域と異なる第３領域を有し、前記第１
の光出射部からの光が前記第１領域に入射する間だけ、前記第２の光出射部から光が出射
される。
【００２２】
　本実施態様によれば、第１の光出射部からの光が第１領域に入射する間だけ、第２の光
出射部から光が出射されるので、十分な強度の第２の波長域の光を出力するとともに、第
１の光出射部からの光が第３領域に入射するときには、第２の光出射部からの光に影響さ
れずに所望の波長域の光を効率的に出力することができる。
【００２３】
　本発明の実施態様７に係る光源装置では、上記の実施態様１から５の何れかにおいて、
前記蛍光体ホイールの回転方向において前記第１領域と異なる第３領域を有し、前記蛍光
体ホイールの回転方向における前記第２領域と異なる位置では、前記第２の光出射部から
の光が透過しないように前記蛍光体ホイールが形成されている。
【００２４】
　本実施態様によれば、第３領域に対応した蛍光体ホイールの回転方向における第２領域
と異なる位置では、第２の光出射部からの光が透過しないように蛍光体ホイールが形成さ
れているので、十分な強度の第２の波長域の光を出力するとともに、第１の光出射部から
の光が第３領域に入射するときには、第２の光出射部からの光に影響されずに所望の波長
域の光を効率的に出力することができる。
【００２５】
　本発明の実施態様８に係る光源装置では、上記の実施態様１から７の何れかにおいて、
前記第２領域に拡散部材が設けられている。
【００２６】
　本実施態様によれば、第２領域に拡散部材が設けられているので、第２の光出射部から
の光が適切に拡散されて、蛍光体を透過した第１領域からの光とバランスの取れた光を出
力することができる。
【００２７】
　本発明の実施態様９に係る光源装置では、上記の実施態様１から８の何れかにおいて、
前記第１の波長域の光が青色光であり、前記第２の波長域の光が赤色光である。
【００２８】
　本実施態様によれば、第１の波長域の光が青色光であり、第２の波長域の光が赤色光な
ので、第１の蛍光体は、青色光が入射すると赤色光を含む波長域の光に波長変換する赤色
蛍光体である。赤色蛍光体は、強い強度の光が入射すると温度が上昇して、波長変換効率
が低下するので、入射する光の強度を低く抑える必要がある。しかし、本実施態様では、
そのような赤色蛍光体を用いた場合であったとしても、十分な強度の赤色光を出力するこ
とができる。
【００２９】
　本発明の第１の実施態様に係るプロジェクタでは、上記の実施態様１～９の何れかの実
施態様の光源装置と、画像データに基づいて、前記光源装置から出射された複数の波長帯
域の光を順次変調して画像を形成する光変調手段と、前記画像を拡大して投射する投射手
段と、を備えている。
【００３０】
　本実施態様によれば、入射する光の強度を低く抑える必要がある蛍光体から出射される
波長域の光（第２の波長域の光）であっても、十分な強度の光を出力可能であって、かつ
小型化が可能なプロジェクタを低い製造コストで提供することができる。
　次に、本発明の実施態様に係る光源装置及びこの光源装置を備えたプロジェクタについ
て、図面を用いながら詳細に説明する。
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【００３１】
（本発明の１つの実施形態の光源装置の説明）
　本発明の１つの実施形態の光源装置の説明を行う。
＜光源装置の構造の説明＞
　はじめに、図１及び２を用いて、本発明の１つの実施形態の光源装置の構造について、
その概要を説明する。図１は、光源装置２を側面側から見た模式図であり、図２（ａ）は
、図１の矢印Ａ－Ａから見た蛍光体ホイール３０の模式図であり、図２（ｂ）は、図１の
矢印Ｂ－Ｂから見た蛍光体ホイール３０の模式図である。
　図１に示すように、光源装置２は、異なる波長の光を出射する２つの光源１０Ｂ、１０
Ｒと、それぞれの光源に対応した集光レンズ２０と、蛍光体ホイール３０と、を備える。
また、蛍光体ホイール３０の出射側（光源から遠い側）には、出射側集光レンズ４０が設
けられている。なお、図１においては、光源１０Ｂ、１０Ｒ、集光レンズ２０、蛍光体ホ
イール３０及び出射側集光レンズ４０を含めて光源装置２として示してあるが、光源装置
２に出射側集光レンズ４０を含めずに、光源１０Ｂ、１０Ｒ、集光レンズ２０及び蛍光体
ホイール３０により光源装置２が構成される実施形態もあり得る。
【００３２】
　第１の波長域の光（本実施形態では青色光）を出射する第１の光出射部である光源１０
Ｂでは、青色光を出射する複数の青色半導体レーザ１２Ｂ及びそれに対応した複数のコリ
メートレンズ１４が、筐体の中に設けられている。これにより、青色半導体レーザ１２Ｂ
から出射された青色光がコリメートレンズ１４で平行光となって出射される。第２の波長
域の光（本実施形態では赤色光）を出射する第２の光出射部である光源１０Ｒでは、赤色
光を出射する複数の赤色半導体レーザ１２Ｒ及びそれに対応した複数のコリメートレンズ
１４が、筐体の中に設けられている。これにより、赤色半導体レーザ１２Ｒから出射され
た赤色光がコリメートレンズ１４で平行光となって出射される。このようにして光源１０
Ｂ、１０Ｒから出射された平行光が、各々の光源に対応した集光レンズ２０によって集光
されて、蛍光体ホイール３０に入射する。蛍光体ホイール３０は、集光レンズ２０を介し
て入射した青色光(第１の波長域の光）及び赤色光(第２の波長域の光）が同時に入射して
透過する領域を有する透過型の蛍光体ホイールである。
【００３３】
　蛍光体ホイール３０は、光を透過する材料からなる基板３２を有し、基板３２は、駆動
モータ５０により回転軸５２を中心に回転する円板状の形状を有する。更に詳細に述べれ
ば、光源１０Ｂ、１０Ｒに対応する集光レンズ２０の光軸は互い略平行であり、蛍光体ホ
イール３０の回転軸は、この集光レンズ２０の光軸と略平行であり、蛍光体ホイール３０
の入射側及び出射側の表面が、この集光レンズ２０の光軸と略垂直になるように配置され
ている。このような構造により、光源１０Ｂ、１０Ｒから出射された光は、集光レンズ２
０で集光されて蛍光体ホイール３０に入射し、蛍光体ホイール３０を透過した光が、出射
側集光レンズ４０に入射し、出射側集光レンズ４０によって、所定の位置に集光されるよ
うに出力される。
【００３４】
　次に、図１の矢印Ｂ－Ｂから見た蛍光体ホイール３０の模式図である図２（ｂ）を参照
しながら、蛍光体ホイールの出射側（光源から遠い側）の面について説明する。図２（ｂ
）に示すように、蛍光体ホイール３０の回転方向（円周方向）において、４つの領域に分
割されている。更に詳細に述べれば、１２時方向から時計回りに、赤色光を含む波長帯の
光を出射する赤色出射領域ＳＲと、緑色光を含む波長帯の光を出射する緑色出射領域ＳＧ
と、黄色光を含む波長帯の光を出射する黄色出射領域ＳＹと、青色光を出射する青色出射
領域ＳＢとが設けられている。
【００３５】
　特に、赤色出射領域ＳＲでは、外周側の赤色出射第１領域ＳＲ１（「第１領域」とも称
する）と、内周側の赤色出射第２領域ＳＲ２（「第２領域」とも称する）が設けられてい
る。赤色出射領域ＳＲ以外の、緑色出射領域ＳＧ、黄色出射領域ＳＹ及び青色出射領域Ｓ
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Ｂは、赤色出射第１領域ＳＲ１と同様の外周側にだけ設けられている。緑色出射領域ＳＧ
、黄色出射領域ＳＹ及び青色出射領域ＳＢを、蛍光体ホイール３０の回転方向（円周方向
）において「第１領域」と異なる「第３領域」と称する場合もある。
　光源１０Ｂ（第１の光出射部）から出射された青色光は、蛍光体ホイールの回転に応じ
て、外周側の赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）、緑色出射領域ＳＧ（第３領域）、黄
色出射領域ＳＹ（第３領域）及び青色出射領域ＳＢ（第３領域）に入射し、光源１０Ｒ（
第２の光出射部）から出射された赤色光は、内周側の赤色出射第１領域ＳＲ１（第２領域
）に入射する。
【００３６】
　蛍光体ホイールの外周側の領域では、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）には、青色
光が入射すると赤色光を含む波長帯の光に波長変換して出射する赤色蛍光体３４Ｒを備え
、緑色出射領域ＳＧ（第３領域）には、青色光が入射すると緑色光を含む波長帯の光に波
長変換して出射する緑色蛍光体３４Ｇを備え、黄色出射領域ＳＹ（第３領域）には、青色
光が入射すると黄色光を含む波長帯の光に波長変換して出射する黄色蛍光体３４Ｙを備え
ている。また、青色出射領域ＳＢ（第３領域）では、蛍光体は存在せず、光源１０Ｂ（第
１の光出射部）から出射された青色光が、波長変換されずにそのまま出射されるようにな
っている。
　蛍光体ホイールの内周側の領域では、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）の内周側に
赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）があり、当該領域には蛍光体は設けられていない。
よって、第２の波長域の光（赤色光）は、波長変換されることなく透過する。
【００３７】
　また、本実施形態では、光源１０Ｂ（第１の光出射部）からの青色光が外周側の赤色出
射第１領域ＳＲ１（第１領域）に入射する間だけ、光源１０Ｒ（第２の光出射部）から赤
色光が出射される（図２参照）。つまり、その間だけ、光源１０Ｒ（第２の光出射部）が
オンとなる。よって、光源１０Ｂ（第１の光出射部）からの青色光が外周側の緑色出射領
域ＳＧ（第３領域）、黄色出射領域ＳＹ（第３領域）及び青色出射領域ＳＢ（第３領域）
に入射する間は、光源１０Ｒ（第２の光出射部）から赤色光が出射されることはない。つ
まり、その間は、光源１０Ｒ（第２の光出射部）はオフになっている。
【００３８】
　赤色出射領域ＳＲについて更に述べれば、蛍光体ホイール３０の中心Ｄからが外周へ伸
ばした方向（矢印Ｃ参照）に、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）及び赤色出射第２領
域ＳＲ２（第２領域）が並んで配置されている。別の言い方をすれば、蛍光体ホイール３
０の中心Ｄからが外周へ伸ばした直線上に赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）及び赤色
出射第２領域ＳＲ２（第２領域）がある。また、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）及
び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）が蛍光体ホイール３０の回転方向（円周方向）で
概略同じ位置であって、蛍光体ホイール３０の半径方向で異なる位置に配置されていると
いうこともできる。なお、上述のように、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）が赤色出
射第２領域ＳＲ２（第２領域）よりも外周側に配置されている。
【００３９】
　次に、図１の矢印Ａ－Ａから見た蛍光体ホイール３０の模式図である図２（ａ）を参照
しながら、蛍光体ホイールの入射側（光源に近い側）の面について説明する。図２（ａ）
に示すように、外周側の領域では、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）には、反射を抑
制しながら青色光を透過し、赤色光を含む他の波長域の光を反射する誘電体多層膜６０Ｒ
が設けられている。同様に、緑色出射領域ＳＧ（第３領域）には、反射を抑制しながら青
色光を透過し、緑色光を含む他の波長域の光を反射する誘電体多層膜６０Ｇが設けられ、
黄色出射領域ＳＹ（第３領域）には、反射を抑制しながら青色光を透過し、黄色光を含む
他の波長域の光を反射する誘電体多層膜６０Ｙが設けられている。本実施形態では、蛍光
体が存在しない青色出射領域ＳＢ（第３領域）には、誘電体多層膜が設けられていないが
、蛍光体の存在する他の領域と同様に、反射を抑制しながら青色光を透過し、他の波長域
の光を反射する誘電体多層膜を設けることもできる。内周側の領域では、赤色出射第２領
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域ＳＲ２（第２領域）には、誘電体多層膜が設けられていないが、上述の青色出射領域Ｓ
Ｂ（第３領域）と同様に、反射を抑制しながら赤色光を透過し、他の波長域の光を反射す
る誘電体多層膜を設けることもできる。
【００４０】
　このような蛍光体ホイール３０について、図１に戻って、更に詳細に説明する。図１に
示す蛍光体ホイール３０の側面の概要図では、回転軸５２に対して、上側に赤色出射領域
ＳＲが示され、下側に黄色出射領域ＳＹが示されている。赤色出射領域ＳＲにおいて、外
周側の赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）では、基板３２の光の入射側（光源１０Ｂに
近い側）に誘電体多層膜６０Ｒを備え、基板３２の光の出射側（光源１０Ｂから遠い側）
に赤色蛍光体３４Ｒを備えている。この誘電体多層膜６０Ｒは、上述のように、光源１０
Ｂからの青色光を反射せずに入射させる機能を有する反射防止膜として機能することがで
きる。
　また、内周側の赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）では、基板３２には、上述のよう
に、誘電体多層膜も蛍光体も有していないが、反射を抑制して赤色光を入射できるように
する反射防止膜として機能する誘電体多層膜を、基板３２の光の入射側（光源１０Ｂに近
い側）に備えることもできる。また、後述するように、拡散部材を備えることもできる。
【００４１】
　一方、基板３２の下側の黄色出射領域ＳＹ（第３領域）では、基板３２の光の入射側（
光源１０Ｂに近い側）に誘電体多層膜６０Ｙを備え、基板３２の光の出射側（光源１０Ｂ
から遠い側）に黄色蛍光体３４Ｙを備えている。この誘電体多層膜６０Ｙも、光源１０Ｂ
からの青色光を反射せずに入射させる機能を有する反射防止膜として機能することができ
る。
　図示されていないが、緑色出射領域ＳＧ（第３領域）でも同様であり、基板３２の光の
入射側（光源１０Ｂに近い側）に誘電体多層膜６０Ｇを備え、基板３２の光の出射側（光
源１０Ｂから遠い側）に緑色蛍光体３４Ｇを備えている。この誘電体多層膜６０Ｇも、光
源１０Ｂからの青色光を反射せずに入射させる機能を有する反射防止膜として機能するこ
とができる。
【００４２】
　図示されていないが、青色出射領域ＳＢ（第３領域）では、赤色出射第２領域ＳＲ２（
第２領域）に近い構成である。基板３２には、上述のように、誘電体多層膜も蛍光体も有
していないが、反射を抑制して青色光を入射できるようにする反射防止膜として機能する
誘電体多層膜を、基板３２の光の入射側（光源１０Ｂに近い側）に備えることもできる。
【００４３】
　上述のように、本実施形態では、光源１０Ｂ（第１の光出射部）及び光源１０Ｒ（第２
の光出射部）からの青色光（第１の波長域の光）及び赤色光（第２の波長域の光）がレー
ザ光源から出射された光であって、図２に示すように、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領
域）及び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域））におけるレーザ光の短軸（矢印Ｘ参照）
と長軸（矢印Ｙ参照）を有し、短軸（矢印Ｘ参照）が、蛍光体ホイール３０の中心Ｄから
外周に伸ばした方向を向いている。
　よって、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）及び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域
）におけるレーザ光の短軸が、蛍光体ホイール３０の中心Ｄから外周に伸ばした方向を向
いているので、この方向に並んだ赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）及び赤色出射第２
領域ＳＲ２（第２領域））をコンパクトに配置することができ、これにより光学系（例え
ば、出射側集光レンズ４０）の小型化に貢献できる。
【００４４】
＜光源装置２における光の進み方の説明＞
　以上のような構成の光源装置２において、図１に示すように、赤色出射領域ＳＲが光源
からの光路を横切るときの、光の進み方について説明する。外周側の赤色出射第１領域Ｓ
Ｒ１（第１領域）では、光源１０Ｂ（第１の光出射部）から平行光である青色光（第１の
波長域の光）が出射され、集光レンズ２０へ入射し、集光レンズ２０で集光されて、蛍光
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体ホイール３０の赤色出射第１領域ＳＲ１へ入射する。蛍光体ホイール３０の赤色出射第
１領域ＳＲ１（第１の領域）へ入射した青色光は、誘電体多層膜６０Ｒ及び基板３２を透
過して、赤色蛍光体３４Ｒに入射する。そして、赤色蛍光体３４Ｒ内で赤色光を含む波長
域へ波長変換された光が、出射側集光レンズ４０に入射する。そして、出射側集光レンズ
４０から光が出射され、光源装置２から出力される。このとき出射側集光レンズ４０によ
って、所定の位置に集光される。
【００４５】
　ここで、誘電体多層膜６０Ｒは、光源１０Ｂからの青色光を透過し、かつ赤色蛍光体３
４Ｒの出力光の波長を含むその他の波長域の光を反射する膜とすることで、光源からの光
が蛍光体ホイール３０の表面で反射されることなく入射できるようにするとともに、その
他の波長帯域の光を入射させないようにすることができる。更に、赤色蛍光体３４Ｒで波
長変換された光の一部は光源１０Ｂ側へ進むが、誘電体多層膜６０Ｒによって出射側へ反
射させることができるので、光源装置２の発光効率を高めることができる。
【００４６】
　一方、内周側の赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）では、光源１０Ｒ（第２の光出射
部）から平行光である赤色光（第２の波長域の光）が出射され、集光レンズ２０へ入射し
、集光レンズ２０で集光されて、蛍光体ホイール３０の赤色出射第２領域ＳＲ２（第２の
領域）へ入射する。蛍光体ホイール３０の赤色出射第２領域ＳＲ２へ入射した赤色光は、
基板３２を透過して、波長変換されることなく、蛍光体ホイール３０から出射され、出射
側集光レンズ４０に入射する。そして、出射側集光レンズ４０から光が出射され、光源装
置２から出力される。このときこの出射側集光レンズ４０によって、所定の位置に集光さ
れる。
　つまり、本実施形態では、赤色出射領域ＳＲが光源からの光路を横切るとき、赤色出射
第１領域ＳＲ１（第１領域）から、赤色蛍光体３４Ｒによる赤色光（第２の波長域の光）
を含む光が出射されるだけでなく、同時に、赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）から、
光源１０Ｒ（第２の光出射部）による赤色光（第２の波長域の光）が出射され、赤色出射
第１領域ＳＲ１（第１領域）からの赤色光及び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）から
の赤色光は、出射側集光レンズ４０によって、所定の位置に集光されるので、合波され１
つの光束として出力されることになる。
【００４７】
　以上のように、本実施形態では、蛍光体ホイール３０が、青色光（第１の波長域の光）
及び赤色光（第２の波長域の光）が同時に入射して透過する領域（赤色出射第１領域ＳＲ
１（第１領域）及び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域））を有し、赤色出射第１領域Ｓ
Ｒ１（第１領域）では、赤色蛍光体３４Ｒ（第１の蛍光体）により、青色光（第１の波長
域の光）が赤色光（第２の波長域の光）を含む波長域の光に波長変換されて出射され、赤
色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）では、赤色光（第２の波長域の光）がそのまま透過す
る。よって、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）及び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領
域）から同時に赤色光（第２の波長域の光）が出射されるので、仮に、第１の蛍光体（本
実施形態では赤色蛍光体３４Ｒ）が入射する光の強度を低く抑える必要がある蛍光体であ
ったとしても、十分な強度の赤色光（第２の波長域の光）を出力することができる。
　更に、蛍光体ホイール３０の中心Ｄから外周へ伸ばした方向に、赤色出射第１領域ＳＲ
１（第１領域）及び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）が並んでいるので、光学系を含
めて、効率的でコンパクトな配置が可能であり、光源装置２の小型化が可能であり、製造
コストも抑制できる。
【００４８】
　特に、本実施形態では、第１の波長域の光が青色光であり、第２の波長域の光が赤色光
なので、第１の蛍光体は、青色光が入射すると赤色光を含む波長域の光に波長変換する赤
色蛍光体３４Ｒである。赤色蛍光体は、強い強度の光が入射すると温度が上昇して、波長
変換効率が低下するので、入射する光の強度を低く抑える必要がある。しかし、本実施形
態では、そのような赤色蛍光体を用いた場合であったとしても、十分な強度の赤色光を出
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力することができる。
【００４９】
　また、本実施形態によれば、青色光（第１の波長域の光）が入射する赤色出射第１領域
ＳＲ１（第１領域）を外周側に配置できるので、より大きな領域を用いて、青色光（第１
の波長域の光）の入射に基づく様々な波長域の光（緑色光、黄色光、青色光）を、時分割
に効率的に出力することができる。
【００５０】
　また、上述のように、本実施形態では、光源１０Ｂ（第１の光出射部）からの光が赤色
出射第１領域ＳＲ１（第１領域）に入射する間だけ、光源１０Ｒ（第２の光出射部）から
光が出射されるので、十分な強度の赤色光（第２の波長域の光）を出力するとともに、光
源１０Ｂ（第１の光出射部）からの光が、緑色出射第領域ＳＧ、黄色出射第領域ＳＹ及び
青色出射第領域ＳＢ（第３領域）に入射するときには、光源１０Ｒ（第２の光出射部）か
らの光に影響されずに所望の波長域の光を効率的に出力することができる。
【００５１】
　なお、蛍光体を有する緑色出射領域ＳＧ（第３領域）や黄色出射領域ＳＹ（第３領域）
においても、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）とほぼ同様であり、光源１０Ｂ（第１
の光出射部）から平行光である青色光（第１の波長域の光）が出射され、集光レンズ２０
へ入射し、集光レンズ２０で集光されて、蛍光体ホイール３０の緑（黄）色出射領域ＳＧ
（Ｙ）へ入射する。蛍光体ホイール３０の緑（黄）色出射領域ＳＧ（Ｙ）へ入射した青色
光は、誘電体多層膜６０Ｇ（Ｙ）及び基板３２を透過して緑（黄）色蛍光体３４Ｇ（Ｙ）
に入射する。そして、緑（黄）色蛍光体３４Ｇ（Ｙ）内で緑（黄）色光を含む波長域へ波
長変換された光が出射され、出射側集光レンズ４０に入射する。そして、出射側集光レン
ズ４０から光が出射され、光源装置２から出力される。このときこの出射側集光レンズ４
０によって、所定の位置に集光される。
　ここで、誘電体多層膜６０Ｇ（Ｙ）は、光源１０Ｂからの青色光を透過し、かつ各色蛍
光体３４Ｇ、Ｙの出力光の波長を含むその他の波長域の光を反射する膜とすることで、光
源からの光が蛍光体ホイール３０の表面で反射されることなく入射できるようにするとと
もに、その他の波長帯域の光を入射させないようにすることができる。更に、各色蛍光体
３４Ｇ、Ｙで波長変換された光の一部は光源１０Ｂ側へ進むが、誘電体多層膜６０Ｇ（Ｙ
）によって出射側へ反射させることができるので、光源装置２の発光効率を高めることが
できる。
【００５２】
　蛍光体を有さない青色出射領域ＳＢ（第３領域）においては、赤色出射第２領域ＳＲ２
（第２領域）とほぼ同様であり、光源１０Ｂ（第１２の光出射部）から平行光である青色
光（第１の波長域の光）が出射され、集光レンズ２０へ入射し、集光レンズ２０で集光さ
れて、蛍光体ホイール３０の青色出射領域ＳＢへ入射する。蛍光体ホイール３０の青色出
射領域ＳＢへ入射した青色光は、基板３２を透過して、波長変換されることなく、蛍光体
ホイール３０から出射され、出射側集光レンズ４０に入射する。そして、出射側集光レン
ズ４０から光が出射され、光源装置２から出力される。このときこの出射側集光レンズ４
０によって、所定の位置に集光される。
【００５３】
　本実施形態では、第１の波長域の光が青色光であり、第２の波長域の光が赤色光である
場合を例にとって説明したが、本発明はこれに限られるものではなく、入射する光の強度
を低く抑える必要がある蛍光体による波長域の光を出力する場合であれば、第１の波長域
の光及び第２の波長域の光として、任意の波長域の光を用いることができる。
【００５４】
＜出射側集光レンズの説明＞
　本実施形態では、光源装置２の蛍光体ホイール３０の出射側に、出射側集光レンズ４０
が配置されている。この出射側集光レンズ４０によって、赤色出射第１領域ＳＲ１からの
赤色光を含む波長域の光（赤色蛍光体３４Ｒで波長変換された光）と、赤色出射第２領域
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ＳＲ２からの赤色光（光源１０Ｒからの光）と所定の位置で集光される。このように出射
側集光レンズ４０で集光されることにより、赤色出射第１領域ＳＲ１からの赤色光を含む
波長域の光（赤色蛍光体３４Ｒで波長変換された光）と、赤色出射第２領域ＳＲ２からの
赤色光（光源１０Ｒからの光）が集光点で合波されることになるので、両者が加わった強
い光強度の赤色光を出力することができる。
【００５５】
　なお、図１から明らかなように、出射側集光レンズ４０の光軸は、赤色出射第１領域Ｓ
Ｒ１（第１領域）及び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域））の間に配置されている。特
に、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）及び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域））か
ら、概ね同じ波長域の光（赤色光）が出射側集光レンズ４０に入射するので、出射側集光
レンズ４０の光軸は、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）から入射する光の光軸及び赤
色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）から入射する光の光軸の中間位置に配置するのが好ま
しい。これにより、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）からの光及び赤色出射第２領域
ＳＲ２（第２領域）からの光を、同じ位置で集光させることができる。ただし、赤色出射
第１領域ＳＲ１（第１領域）から入射する光の波長域によっては、出射側集光レンズ４０
の光軸を中間位置からずらすこともあり得る。
【００５６】
　以上のように、本実施形態によれば、蛍光体ホイール３０から出射された光を集光させ
る出射側集光レンズ４０を備えるので、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）及び赤色出
射第２領域ＳＲ２（第２領域）から同時に出射された光を集光させて、１つの光束として
出力することができる。よって、十分な強度の光を出力することができる。
【００５７】
　これを実現するため、本実施形態では、出射側集光レンズ４０の光軸が、赤色出射第１
領域ＳＲ１（第１領域）及び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）の間に配置されている
。これにより、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）及び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２
領域）から同時に出射された光を確実に集光させ、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）
及び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）から同時に出射された光を集光点で合波するこ
とができる。よって、ロッドインテグレータのような合波光学部品を用いずに、出射側集
光レンズ４０だけで合波することができるので、効率的でコンパクトな光学系の配置で、
強い光強度の赤色光を出力する光源装置２を実現できる。
【００５８】
＜光源装置を構成する各部材の説明＞
　以下に、光源装置２を構成する各部材の説明を行う。
［光源１０］
　本実施形態において、光源１０Ｂ（第１の光出射部）に用いられる青色半導体レーザ１
２Ｂは、３７０～５００ｎｍの波長域の光を発することが好ましく、４２０～５００ｎｍ
の波長域の光を発することが更に好ましい。光源１０Ｒ（第２の光出射部）に用いられる
赤色半導体レーザ１２Ｒは、５７０～７００ｎｍの波長域の光を発することが好ましく、
６００～６８０ｎｍの波長域の光を発することが更に好ましい。
［蛍光体ホイール３０の基板３２］
　光を透過させる透明な円板状の基板３２の素材は、光の透過率が高い素材であれば任意
の材料を用いることができ、例えば、ガラス、樹脂、サファイア等を使用することができ
る。
【００５９】
［蛍光体３４］
　蛍光体３４として、上述のように光源から青色光が入射した場合に、赤色光を出力する
赤色蛍光体３４Ｒ、黄色光を出力する黄色蛍光体３４Ｙや、緑色光を出力する緑色蛍光体
３４Ｇを例示することができる。このような層を、コーティング等によって基板３２の表
面に設けることができる。
赤色光を出力する赤色蛍光体３４Ｒでは、約６００～８００ｎｍの波長帯域の赤色の蛍光
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を発生させることが好ましい。具体的な材料の一例としては、（Ｓｒ，Ｃａ）ＡｌＳｉＮ

３：Ｅｕ、ＣａＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ、ＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ、Ｋ２ＳｉＦ６：Ｍｎなど
を挙げることができる。
黄色光を出力する蛍光体３４Ｙでは、約５４０～７００ｎｍの波長帯域の黄色～赤色の蛍
光を発生させることが好ましい。材料の一例としては、セリウムで付活されたイットリウ
ム・アルミニウム酸化物系蛍光体をベースとした蛍光体を挙げることができ、更に具体的
には、ＹＡｌＯ３：Ｃｅ、Ｙ３Ａｌ５Ｏ１２：Ｃｅ（ＹＡＧ：Ｃｅ）やＹ４Ａｌ２Ｏ９：
Ｃｅ、更にはこれらの混合物などが挙げられる。イットリウム・アルミニウム酸化物系蛍
光体にＢａ、Ｓｒ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｚｎの少なくとも一種が含有されていてもよい。また、
Ｓｉを含有させることによって、結晶成長の反応を抑制し蛍光体の粒子を揃えることがで
きる。後述のように、Ｙ３Ａｌ３Ｏ１２の化学式で表されるイットリウムアルミニウムガ
ーネット化合物による蛍光体（ＹＡＧ蛍光体）とフィルタを組み合わせて、赤色光を取り
出すことも可能である。
緑色光を出力する蛍光体３４Ｇでは、約５００～５６０ｎｍの波長帯域の緑色の蛍光を発
生させることが好ましい。具体的な材料の一例としては、β－Ｓｉ６－ＺＡｌＺＯＺＮ８

－Ｚ：Ｅｕ、Ｌｕ３Ａｌ５Ｏ１２：Ｃｅ、Ｃａ８ＭｇＳｉ４Ｏ１６Ｃｌ２：Ｅｕ、Ｂａ３

Ｓｉ６Ｏ１２Ｎ２：Ｅｕ、（Ｓｒ，Ｂａ，Ｃａ）Ｓｉ２Ｏ２Ｎ２：Ｅｕなどを挙げること
ができる。
【００６０】
（本発明のその他の実施形態の光源装置の説明）
　次に、図３から図６を用いて、本発明のその他の実施形態の光源装置の説明を行う。
＜図３に示す実施形態の説明＞
　はじめに、図３に示す実施形態の説明を行う。ここで、図３は、蛍光体ホイール３０の
赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）及び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）の部分を
拡大して示した模式図であり、その他の領域の記載は省略してある。
　上述の実施形態では、例えば、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）を例に取れば、基
板３２の光の入射側（光源１０Ｂに近い側）に誘電体多層膜６０Ｒを備え、基板３２の光
の出射側（光源１０Ｂから遠い側）に赤色蛍光体３４Ｒを備えているが、この配置に限ら
れるものではない。図３に示すように、基板３２の光の入射側（光源１０Ｂに近い側）に
赤色蛍光体３４Ｒを備えることもできる。この場合には、誘電体多層膜６０Ｒと赤色蛍光
体３４Ｒとが積層された形となり、集光レンズ２０を介して入射した青色光は、誘電体多
層膜６０Ｒ、赤色蛍光体３４Ｒ及び基板３２の順に進んでいって、蛍光体ホイール３０か
ら出射され、出射側集光レンズ４０に入射する。
　赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）については、図１に示す実施形態と同様である。
なお、上述と同様に、集光レンズを介して入射する赤色光が、反射を抑制して蛍光体ホイ
ールに入射できるように、基板３２の光の入射側（光源１０Ｂに近い側）に、反射防止膜
として機能する誘電体多層膜を備えることもできる。
【００６１】
＜図４に示す実施形態の説明＞
　次に、図４に示す実施形態の説明を行う。図４も、蛍光体ホイール３０の赤色出射第１
領域ＳＲ１（第１領域）及び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）の部分を拡大して示し
た模式図であり、その他の領域の記載は省略してある。図４に示す実施形態では、赤色出
射第２領域ＳＲ２（第２領域）の部分に特徴があり、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域
）については、上述の図１に示す実施形態と同様である。
　図４の赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）では、基板３２の光の出射側（光源１０Ｒ
から遠い側）に拡散部材３６を備えている。なお、拡散部材３６を、基板３２の光の入射
側（光源１０Ｒに近い側）に備えることもできる。また、上述と同様に、集光レンズ２０
を介して入射する赤色光が、反射を抑制して蛍光体ホイールに入射できるように、基板３
２の光の最も入射側（光源１０Ｒに最も近い側）に、反射防止膜として機能する誘電体多
層膜を備えることもできる。
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【００６２】
　拡散部材３６としては、ＳｉＯ２やＴｉＯ２、Ｂａ２ＳＯ４等の粒子からなる拡散材を
含む層を例示することができる。このような層を、コーティング等によって基板３２の表
面に設けることができる。また、入射面または出射面に凹凸面を設けることによって、拡
散部材３６を形成することもできる。なお、これに限られず、光を散乱する機能を有する
層であれば、任意の材料、構成を採用することができる。
【００６３】
　以上のように、本実施形態によれば、赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）に拡散部材
３６が設けられているので、光源１０Ｒ（第２の光出射部）からの赤色光が適切に拡散さ
れて、蛍光体を透過した赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）からの出射光とバランスの
取れた光を出力することができる。
【００６４】
　なお、この拡散部材３６を、蛍光体が形成されていない青色出射領域ＳＢ（第３領域）
に設けることもできる。これにより、光源１０Ｂ（第１の光出射部）からの青色光が適切
に拡散されて、他のタイミングで出力される赤色光、緑色光、黄色光とのバランスを適切
に取ることができる。
【００６５】
＜図５に示す実施形態の説明＞
　次に、図５に示す実施形態の説明を行う。図５も、蛍光体ホイール３０の赤色出射第１
領域ＳＲ１（第１領域）及び赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）の部分を拡大して示し
た模式図であり、その他の領域の記載は省略してある。図５に示す実施形態では、赤色出
射第１領域ＳＲ１（第１領域）の部分に特徴があり、赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域
）については、上述の図１に示す実施形態と同様である。
　図５の赤色出射第１領域ＳＲ２（第１領域）では、蛍光体として、赤色蛍光体ではなく
、Ｙ３Ａｌ３Ｏ１２の化学式で表されるイットリウムアルミニウムガーネット化合物によ
る蛍光体（ＹＡＧ蛍光体）３４と、フィルタ（誘電体多層膜）６２とを用いているところ
に特徴がある。
　具体的には、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）において、基板３２の光の入射側（
光源１０Ｂに近い側）に誘電体多層膜６０Ｒを備え、基板３２の光の出射側（光源１０Ｂ
から遠い側）に、入射側から順に、ＹＡＧ蛍光体３４及びフィルタ（誘電体多層膜）６２
を備えている。
【００６６】
　上述のように、ＹＡＧ蛍光体３４は、青色光が入射すると黄色光から赤色光の波長域の
光を出力するので、赤色光の波長域の光のみを透過するフィルタ（誘電体多層膜）６２を
用いることによって、赤色蛍光体３４Ｒを用いた場合と同様に、赤色光を取り出すことが
できる。よって、この赤色光と、赤色出射第２領域ＳＲ２（第２領域）からの光源１０Ｒ
（第２の光出射部）による赤色光とが合波されて、十分な光強度の赤色光を出力すること
ができる。
【００６７】
　例えば、黄色出射領域ＳＹ（第３領域）と赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）とを連
続して配置し、両方の領域にＹＡＧ蛍光体３４を設けておき、黄色出射領域ＳＹ（第３領
域）には、黄色光の波長域の光のみを透過するフィルタ（誘電体多層膜）６２を設け、赤
色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）には、赤色光の波長域の光のみを透過するフィルタ（
誘電体多層膜）６２を設けることによって、黄色光及び赤色光を時分割で出力する蛍光体
ホイール３０を実現できる。更に、赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）の一部に、ＹＡ
Ｇ蛍光体３４及びフィルタ（誘電体多層膜）６２から構成される領域に加えて、赤色蛍光
体３４Ｒを備えた領域を設けることもできる。
　このように、蛍光体が波長変換する波長域と、フィルタが透過させる波長域を組み合わ
せることによって、所望の波長域の光を時分割で出力することができる。
【００６８】
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＜図６に示す実施形態の説明＞
　次に、図６に示す実施形態の説明を行う。図６は、図２（ａ）と同様に、図１の矢印Ａ
－Ａから見た蛍光体ホイール３０の入射側の面を示す図である。上述の図２（ａ）に示す
実施形態では、光源１０Ｂ（第１の光出射部）からの光が赤色出射第１領域ＳＲ１（第１
領域）に入射する間だけ、光源１０Ｒ（第２の光出射部）から光が出射されるようになっ
ているが、本実施形態においては、蛍光体ホイール３０の回転方向における赤色出射第２
領域ＳＲ２（第２領域）と異なる位置では、光源１０Ｒ（第２の光出射部）からの光が透
過しないように蛍光体ホイール３０が形成されている。具体的には、赤色出射第２領域Ｓ
Ｒ２（第２領域）と異なる位置に遮蔽部３８が設けられている。この遮蔽部３８により、
仮に光源１０Ｒ（第２の光出射部）を常時オンの状態にしたとしても、光源１０Ｂ（第１
の光出射部）からの光が赤色出射第１領域ＳＲ１（第１領域）に入射するタイミング以外
に、光源１０Ｒ（第２の光出射部）からの光が、蛍光体ホイール３０の出射側に進むこと
がない。
【００６９】
　以上のように、本実施形態によれば、第３領域（緑色出射領域ＳＧ、黄色出射領域ＳＹ
、青色出射領域ＳＢ）に対応した、蛍光体ホイール３０の回転方向における赤色出射第２
領域ＳＲ２（第２領域）と異なる位置では、光源１０Ｒ（第２の光出射部）からの光が透
過しないように蛍光体ホイール３０が形成されているので、十分な強度の赤色光（第２の
波長域の光）を出力するとともに、第１の光出射部からの光が第３領域（緑色出射領域Ｓ
Ｇ、黄色出射領域ＳＹ、青色出射領域ＳＢ）に入射するときには、光源１０Ｒ（第２の光
出射部）からの光に影響されずに所望の波長域の光を効率的に出力することができる。
【００７０】
（本発明の実施形態のプロジェクタの説明）
　次に、図７を用いて、上述の実施形態で示した光源装置２を、いわゆる１チップ方式の
ＤＬＰプロジェクタにおける光源装置として用いる場合を説明する。なお、図７は、上述
の実施形態で示した光源装置２を備えたプロジェクタ４の構成を示すための模式図であっ
て、光源装置２やプロジェクタ４を上から見た模式的な平面図である。
　図７において、光源装置２から出射された光は、光学系７２を介して、光空間変調器で
あるＤＭＤ（Digital Micromirror Device）素子（光変調手段）７０に入射する。そして
、ＤＭＤ素子７０で反射され、投射手段である投射レンズ８０によって集光されて、スク
リーン９０に投影される。ＤＭＤ素子７０は、スクリーンに投影された画像の各画素に相
当する微細なミラーをマトリックス状に配列したものであり、各ミラーの角度を変化させ
てスクリーンへ出射する光を、マイクロ秒単位でオン／オフすることができる。
　また、各ミラーをオンにしている時間とオフにしている時間の比率によって、投射レン
ズへ入射する光の階調を変化させることにより、投影する画像の画像データに基づいた階
調表示が可能になる。
【００７１】
　なお、本実施形態では、光変調手段としてＤＭＤ素子を用いているが、これに限られる
ものではなく、用途に応じて、その他任意の光変調素子を用いることができる。また、本
発明に係る光源装置２及びこの光源装置２を用いたプロジェクタ４は、上述した実施形態
に限られるものではなく、その他の様々な実施形態が本発明に含まれる。
　また、本実施形態では、出射側集光レンズ４０が光源装置２に含まれるようになってい
るが、これに限られるものではない。例えば、出射側集光レンズ４０が光源装置２に含ま
れずに、光学系７２の一部に含まれている場合もあり得る。
【００７２】
　以上のように、本実施形態におけるプロジェクタ４は、上述の実施形態に示す光源装置
２と、画像データに基づいて、光源装置２から出射された複数の波長帯域の光を順次変調
して画像を形成するＤＭＤ素子（光変調手段）７０と、画像を拡大して投射する投影レン
ズ（投射手段）８０と、を備えている。
　本実施形態によれば、入射する光の強度を低く抑える必要がある蛍光体から出射される
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能であって、かつ小型化が可能なプロジェクタ４を低い製造コストで提供することができ
る。
【００７３】
　本発明の実施態様、実施形態を説明したが、開示内容は構成の細部において変化しても
よく、実施態様、実施形態における要素の組合せや順序の変化等は請求された本発明の範
囲および思想を逸脱することなく実現し得るものである。
【符号の説明】
【００７４】
２　　　光源装置
４　　　プロジェクタ
１０　　光源
１２　　半導体レーザ
１４　　コリメートレンズ
２０　　集光レンズ
３０　　蛍光体ホイール
３２　　基板
３４　　蛍光体
３６　　拡散部材
３８　　遮蔽部
４０　　出射側集光レンズ
５０　　駆動モータ
５２　　回転軸
６０　　誘電体多層膜
６２　　フィルタ（誘電体多層膜）
７０　　ＤＭＤ素子
７２　　光学系
８０　　投射レンズ
９０　　スクリーン
ＳＲ１　赤色出射第１領域（第１領域）
ＳＲ２　赤色出射第２領域（第２領域）
ＳＹ　　黄色出射領域（第３領域）
ＳＧ　　緑色出射領域（第３領域）
ＳＢ　　青色出射領域（第３領域）
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